




































































































総務省によれば、2015 年 10 月１日時点でわが国の総人口は、１億 2711
万人。65 歳以上人口は 3,392 万人、75 歳以上人口は 1,641 万人であり、
それぞれ総人口の 26.7％と 12.9％である。65 歳以上の高齢者人口の総人
口に占める比率を「高齢化率」と呼ぶが、それが年々上昇し 2015 年時点
で過去最高の 26.7％になっている。
高齢化率は今後も上昇を続けることが明らかであるが、65 ～ 74 歳人口




らしが高齢者人口に占める割合について、2010 年の 20.3％から 2035 年に
は 23.4％へ上昇すると予測している（男性については 2010 年の 11.1％か
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ら 2035 年の 16.3％への上昇と予測）。
また、「国勢調査」によれば、2010 年のわが国の一般「世帯総数」
は 51,842 千世帯で、うち 65 歳以上の世帯員のいる世帯は種別を問わず
19,338 千世帯である（つまり、高齢者のいる世帯数が総世帯数の 37.3%
に及ぶ）。「夫婦と子供」という二世代世帯は年々減少し、65 歳以上の「女
親と子供」世帯が増加し、2010 年では 2,532 千世帯になり、「男親と子供」
世帯数 329 千世帯を大きく上回っている。さらに 65 歳以上の単独世帯が
4,791 千世帯で増加しつつあるのである（つまり、一人暮らし高齢者世帯
は総世帯数の 9.2%、65 歳以上の高齢者のいる世帯数の 24.8% を占めるの
である）。
わが国の人口構成の推移は、図１のごとくである。終戦直後の 1950 年
当時 4.9％であった「高齢化率」が 2015 年では 26.7％に上昇したが、さら








表１より 15 ～ 64 歳の「生産年齢人口」の総人口に対する比率をみると、




















1950 5,017	 2,979	 8,412	 4.9% 59.64% 67.67%
2015 7,708	 1,611	 12,712	 26.7% 60.64% 64.92%
2060 4,418	 791	 8,673	 39.9% 50.94% 96.31%
出所）総務省「国勢調査」、2060年は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」
         による推計であり、松本作成。一部抜粋。
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75歳以上 65～74歳 15～64歳 ～14歳 高齢化率％、右軸 
56　 老後の生活と女性の働き方
表１に 14 歳以下の幼少人口と高齢人口の合計を生産年齢人口で除した




児・生徒の扶養負担は非常に重くなるのである。2016 年 10 月 27 日の日
本経済新聞は、総務省 2015 年の［国勢調査］確定値から、75 歳以上人口
が 14 歳以下人口を初めて上回ったことを報じている。よって、わが国の
高齢社会の厳しい現状認識を変更することにはならないのである。


















異なる。年齢が高いほど子どもとの同居率は高く、65 ～ 69 歳で男性が














ことが示される。全体として高齢者のいる世帯割合が 1980 年の 24.0％、
2000 年の 34.4％から 2014 年には 46.7％に急増しているが、2014 年の高齢
者の「単独世帯」は 1980 年の 6.55 倍、2000 年の 1.94 倍、「高齢者夫婦の







32.6 30.9 29.2 31.8 30.3 








総数 65～69歳 70～74 75～79 80歳以上 









1980年 910	 1,379	 891	 4,254	 1,062	 24.0	
85年 1,131	 1,795	 1,012	 4,313	 1,150	 25.3	
90年 1,613	 2,314	 1,275	 4,270	 1,345	 26.9	
95年 2,199	 3,075	 1,636	 4,232	 1,553	 31.1	
2000年 3,079	 4,234	 2,268	 4,141	 1,924	 34.4	
2005年 4,069	 5,420	 3,010	 3,947	 2,088	 39.4	
2010年 5,018	 6,190	 3,637	 3,348	 2,313	 42.6	









2000 年には、高齢者世帯の年間平均所得は 319.5 万円で、全世帯平均
616.9 万円の半分程度であった。ただし、世帯人員が異なるので１人当た
りでみると、高齢者世帯では 203.6 万円と全世帯の平均 212.1 万円とそう
大差はない。高齢者世帯の所得は公的年金・恩給に大きく依存しているが、
稼働所得も 65.6 万円と所得の 20.5％を占める（表３）。
これら種別の所得金額は、2013 年になるとそれぞれ減少する。高齢者
の年間総所得は 300.5 万円と 19 万円の減少である。最も大きなマイナス
































「国民生活基礎調査」から、各種世帯の生活意識を 2002 年及び 2014 年
についてみてみる（図３）。全世帯について「大変苦しい」と「苦しい」
の合計である「苦しい」とする世帯の割合は、2002 年には 50.4％だった
ものが 2014 年には 60.3％へとかなり増加している。高齢者世帯について










































全世帯平均        1,798万円 












総務省「全国消費実態調査」（平成 26 年）から、65 歳以上の単身無職
世帯の貯蓄現在残高についてみると、男性では 65 ～ 69 歳で 15,519 千円、
70 ～ 74 歳で 15,685 千円、75 ～ 79 歳で 10,412 千円である。一方、無職
の女性では 65 ～ 69 歳で 15,063 千円、70 ～ 74 歳で 11,841 千円、75 ～















齢者世帯の平均所得 297.3 万円よりも低い世帯割合が全高齢者世帯の 63％
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と非常に多くを占める。とくに、100 万円未満の世帯割合が 13.7％、100
万円以上 200 万円未満世帯の割合が 27.2％である。それら合計は 40.9％に
もなる。
2001 年の「国民生活基礎調査」では、これらの所得水準の割合がそれ
ぞれ 14.5％、24.9％で、200 万年未満世帯の割合は 39.4％であったから、
13 年間で高齢者世帯の平均年間所得が減少しただけでなく、低所得高齢
世帯の割合が上昇したのである。
これに較べて、全世帯では、年間所得 100 万円未満の割合が 6.4％、100
































297.3 万円であり、平均よりも低い所得の世帯が多く、中央値は 240 万円
であった（「国民所得基礎調査」2014 年）。年間所得が平均以下の 300 万
円未満の世帯が、63％にも達し、100 ～ 200 万円の範囲にある世帯がもっ
とも多い。また、女の単独世帯は、男のそれに比して所得の低い層に集中
しており、男の単独世帯の２倍以上の割合が年間所得 200 万円未満の階層








































勤労者世帯（２人以上）と無職世帯（同）に 2002 年時点で月額 184,834 円、
















65歳以上 65～74歳 75歳以上 65歳以上 65～74歳 75歳以上 









2002年 2014年 2002年 2014年
実収入 378,599 399,924 193,765 239,545
うち勤め先収入の割合（％） 61.4 56.2 5.2 －
社会保険給付の割合（％） 34.2 38.7 88.6 83.7
実支出 323,061 323,161 228,539 273,644
　消費支出 279,184 284,012 208,922 243,310
　非消費支出
　（税、社会保険料等）
43,877 48,998 19,616 30,334
可処分所得
（実収入－非消費支出）
334,722 350,936 174,148 209,211
黒字（実収入－実支出） 55,538 66,914 ▲34,774 ▲34,099












































は、1953 年（昭和 28 年）から利用可能である。1953 年当時、15 歳以上
の人口は 5,701 万人（男 2,747 万人、女 2,954 万人）、15 歳以上の労働力
人口は 3,989 万人（男 2,374 万人、女 1,614 万人）であった。労働力率は





1953年 1,614 54.6 2,374 86.4
1955年 1,741 56.7 2,455 86.4
1970年 2,024 49.9 3,129 81.8
1985年 2,387 48.7 3,598 78.1
2000年 2,753 49.3 4,014 76.4
2010年 2,783 48.5 3,850 71.6
2015年 2,842 49.6 3,756 70.3
女性の労働力人口は、高度経済成長の過程で持続的に増加したが、21
世紀に入り、概ね横ばいで推移している。昭和の後半 1985 年（昭和 60 年）
には、女性の労働力人口が 2,387 万人、労働力率が 48.7％であった。1953
年あるいは 55 年当時と比べてかなり低下している。男性の労働力率は、
1953 年に 86.4％であったものが 1970 年（昭和 45 年）に 81.8％、1985 年
には 78.1％、それ以降も低下が続き直近の 2015 年には 70.3％である。高
学歴化と高齢化の影響である。当然、2015 年の男女計労働力率は、59.6％
まで低下し、1953 年の 70.0％から大幅に変化している。全労働力人口に

























るいは働く意志がある）が、未婚女性全体の労働力率は 2015 年で 65.7％

















1985年 1990年 95年 2000年 05年 10年 15年
労働力率 51.1	 52.7	 51.2	 49.7	 48.7	 49.2	 51.4	
出所）総務省「労働力調査」（表 II －4）より作成。
わが国女性の出産・子育て期の就業希望そのものは高いと言われる。厚





力率は 63.0％でアメリカの 60.1％並みの値（2001 年）であると試算され
ている。
昭和 61 年（1986 年）にわが国で最初の男女雇用機会均等法が施行され、































































































500人以上 66.7	 9.7	 5.1	 8.5	 2.3	
100～499人 80.0	 6.2	 2.1	 8.0	 1.4	
30～99人 86.5	 5.4	 1.0	 5.1	 1.0	
5～29人 86.4	 6.7	 0.6	 5.0	 0.7	



















前に職業に就いていた者は、1985 ～ 89 年の間で 61.4％（＝ 5.7％＋ 18.3％
＋ 37.4％）であったが、出産後にも職業を継続した者は 24％（＝ 5.7％＋














18.3 16.3 13 
11.9 9.7 































は、2001 年と 2015 年時点の雇用形態別の就業者数および割合が比較され
ている。非正規職員・従業員であるパート・アルバイトおよび派遣・嘱託は、
2001 年時点で全女性就業者の約 48％であったが 2015 年にはさらに 56.3％
まで上昇している。男性についても正規の職員・従業員の比率が低下して
いるが、女性ではいっそうその傾向が強いということである。
表８　雇用形態別就業者数（上段：2001 年２月、下段 2015 年）
男女計（万人） ％ 女（万人） ％ 男（万人） ％
役員を除く雇用者
4,999 100.0 2,076 100.0 2,923 100.0
5,293 2,388 2,904
正規の職員・従業員
3,640 72.8 1,083 52.2 2,557 87.5
3,313 62.6 1,043 43.7 2,270 78.2
パート・アルバイト
1,152 23.0 891 42.9 261 8.9
1,365 25.8 1,053 44.1 312 10.7
派遣・嘱託・他
208 4.2 103 5.0 105 3.6





35 ～ 44 歳の年齢階


















（1966 年）当時 4.0 年であったものが徐々に上昇し、平成 13 年（2001 年）
には 8.9 年となった。2015 年には 9.4 年まで微増しているが、男性と較べ
るとまだまだ低い水準である（常用雇用者について）。
女性労働力率の「M 字カーブ」のボトムである年齢階層 30 ～ 34 歳お
よび定年前の年齢階層 55 ～ 59 歳を抽出して比較した。女性の勤続年数だ























2000年 05年 12年 14年 男 14年 女 
15～24歳 25～34歳 35～44歳 






女性 男性 女性 男性 女性 男性
1985年 6.8 11.9 7.7 9.4 12.6 16.8
2001年 8.9 13.6 8.2 8.6 15.8 23.2










1975年 1985年 1995年 2000年 2010年 2015年
女性 85.7 145.8 206.2 220.6 227.6 242.0
男性 139.6 244.6 330.0 336.8 328.3 335.1









の賃金を 100 として、2015 年の男女別賃金格差を規模別に見ると、20 ～
24 歳の階層について大企業で 98.3、小企業で 93.0 であるものが、賃金が
上昇するにつれ格差が拡大し、最も賃金が高い 50 ～ 54 歳の階層では、大
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企業で 58.9、中企業で 66.1、小企業で 69.0 である。また、20 ～ 24 歳の階
層の賃金に比して 50 ～ 54 歳のそれは、大企業では男で約 2.4 倍、女で約










大企業 中企業 小企業 大企業 中企業 小企業
20～24歳 213.7 203.6 194.7 210.0 196.8 181.1
30～34歳 312.0 271.4 258.2 258.2 437.3 213.8
40～45歳 411.2 348.1 312.4 292.9 262.2 230.0
50～54歳 514.8 406.7 332.5 303.2 268.9 229.3
































































働省「平成 26 年度　厚生年金・国民年金事業の概況」（p. 22）によれば、














月額 66,008 円が受給できるが（平成 28 年時点）、加入期間に応じて減額
される。平成 26 年時点で、男子が受給する平均年金月額は 58,218 円、女
子は 51,455 円である７）。被保険期間の相違が反映されているのである。
ちなみに、厚生年金保険の受給権を有しない老齢基礎年金受給者について



























の年金収入はおよそ 23 ～ 24 万円と推計されている。高齢者世帯の消費支
出は月額 25 万円強であるから、標準的なサラリーマン世帯ではわずかな
貯蓄の取り崩しで消費支出を充分賄える、と政府は考えているようだ。
しかし現実には、65 歳以上の男性で社会保障給付は年額 180.7 万円（月額


































50万円	 50～100 100～150 150～200 200～250 250～300 300～350 	350万円 平均額
未満 万円 万円 万円 万円 万円 万円 以上 万円
年齢合計 6.8	 19.4	 14.2	 14.6	 19.8	 16.8	 6.3	 2.1	 180.7	
65～69歳 3.3	 5.8	 4.2	 2.2	 1.6	 1.2	 0.1	 0.1	 115.5	
70～74歳 0.4	 3.3	 2.7	 4.3	 6.7	 4.6	 0.9	 0.3	 198.1	
75～79歳 0.5	 3.2	 2.6	 3.6	 6.2	 4.2	 0.9	 0.2	 195.0	
80～84歳 0.6	 2.6	 2.2	 2.3	 3.2	 4.3	 1.7	 0.4	 202.3	
85歳以上 0.7	 2.4	 1.5	 1.5	 1.4	 1.8	 1.8	 0.5	 197.8	
女性
50万円	 50～100 100～150 150～200 200～250 250～300 300～350 	350万円 平均額
未満 万円 万円 万円 万円 万円 万円 以上 万円
年齢合計 22.2	 40.8	 18.7	 9.5	 5.6	 2.2	 0.7	 0.4	 98.6	
65～69歳 13.0	 4.0	 1.3	 0.5	 0.1	 0.0	 － 0.0	 47.4	
70～74歳 2.5	 10.1	 4.7	 2.0	 0.7	 0.3	 0.1	 0.0	 100.7	
75～79歳 2.3	 9.8	 4.2	 1.7	 1.1	 0.3	 0.1	 0.1	 104.7	
80～84歳 2.8	 7.7	 3.5	 1.9	 1.1	 0.5	 0.1	 0.0	 108.3	










80 歳以上の女性に限れば、大半が 100 万円未満の受給額で、厚生年金
のない女性の割合も少なくない。女性は専業主婦として家庭を守るとい
う、現役時代の役割構造が年金生活に反映しているものである。
しかし、女性の半数以上が 80 歳を超えて長生きするのである。満 80 歳







年金の平均年金額は 93.4 万円であり、厚生年金のみでは 92.7 万円に過ぎ
ない（「年金制度基礎調査」2015 年）。これに自分の基礎年金を加えても、



















ば、平均年金額が 60.6 万円と少額で、100 万円未満の受給者が 84％に及
ぶのである。
表 13　女性単身者の年齢階級別・公的年金年金額階級別　構成割合（％）
50万円	 50～100 100～150 150～200 200～250 250～300 300～350 350万円 平均額
未満 万円 万円 万円 万円 万円 万円 以上 　万円
年齢合計 14.9	 27.9	 19.5	 17.7	 13.1	 4.6	 1.8	 0.6	 130.7	
65歳未満 50.4	 33.6	 11.5	 3.5	 0.9	 60.6	
65～69歳 9.4	 29.2	 23.6	 25.5	 8.5	 3.3	 0.5	 126.3	
70～74歳 6.1	 27.8	 21.7	 20.8	 17.0	 4.7	 0.5	 1.4	 144.9	
75～79歳 10.5	 27.7	 19.1	 20.6	 16.0	 5.8	 0.3	 138.2	
80～84歳 10.0	 29.3	 18.5	 15.2	 17.0	 6.3	 3.0	 1.1	 144.3	

























































総 数 22.2	 40.8	 18.7	 9.5	 5.6	 2.2	 0.7	 0.4	 98.6	
正社員中心 7.8	 22.3	 34.3	 19.0	 9.0	 5.1	 1.7	 0.7	 139.3	
常勤パート
中心
28.5	 41.9	 20.7	 6.0	 2.4	 0.2	 0.1	 0.2	 80.7	
アルバイト
中心
22.3	 54.9	 12.5	 6.0	 4.3	 1.1	 83.0	




29.4	 46.2	 6.8	 5.9	 8.7	 2.7	 0.2	 0.2	 88.3	
中間的な
経歴
26.0	 46.1	 14.3	 7.5	 3.9	 1.3	 0.6	 0.4	 86.6	




表 14 より、正社員で現役時代を過ごした女性の平均公的年金額は 139.3
万円である。常雇いであってもパート中心やアルバイト中心の経歴の女性
は、正社員の約６割程度の公的年金額となる。

























総　数 　 294.7	 348.1	 287.1	 272.8	 200.2	 320.1	 295.6	
夫の現役時代の経歴類型
正社員中心 327.3	 364.4	 304.0	 305.3	 299.6	 334.9	 314.3	
常勤パート
中心
260.6	 300.5	 245.7	 － 273.0	 263.6	 249.1	
アルバイト
中心
198.7	 232.6	 200.5	 179.0	 181.4	 209.7	 219.5	




136.6 352.0 － － － 111.4 151.0
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